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研究成果の概要（和文）：本研究では、先行研究が少なく、取り組みの事例の集積・発信もあまり進んでいない
日本の地方部における外国人受け入れの現状と課題について、１）関連セクター（行政、地域国際化協会、市民
団体・NPO、企業・事業所、宗教セクター、エスニック・コミュニティなど）への聞き取りや参与観察調査の手
法を用いて、情報収集や現場での考え・意見等の聞き取り調査を行った。また、世界各地で人口減少による地方
部の衰退傾向とその対策としての外国からの移民受け入れを主要政策として展開しているところもあり、それら
の実情について情報を収集し、事例や諸施策の検討を行い、日本の地方部での外国人受け入れにおける最適解を
探った。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to research and explain the acceptance of immigrants in 
Japanese rural areas. The questions about how the situations of immigrants in Japanese rural areas 
and what kind of problems and needs for help there are, has not been researched in Japanese academic
 world. We did the field work to the 
group and key persons concerned with the support for immigrants in rural areas, and research the 
immigrant policies in another countries (ex.Canada, Korea, and so on). 

研究分野： 地域社会学

キーワード： 移民政策　地方在住外国人　ローカルガバナンス　多文化共生　技能実習制度　人口減少　カナダ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の学術界における外国人・移民研究等は、在日コリアンの集住地域や日系南米人の集住地域を含むエリアを
対象地域とするものが圧倒的に多く、日本の地方部における外国人の受け入れを取り上げた先行研究は少ない。
また、地方部での外国人受け入れや統合に関する取り組み事例の紹介や、よりスムーズな受け入れを行っていく
ための提言なども十分には行われていない。本研究では日本の地方部に暮らす外国人住民をターゲットとし、ホ
スト社会においていかに彼ら・彼女らが困りごとを減らし、地域住民とともに地域を担っていけるような形での
受け入れ・統合政策を構想していくための知見やノウハウの発信を行おうとするものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 本研究が開始された 2019 年は、日本に暮らす外国籍者の人口が史上最多となるなど、外国人
人口が全国的に急増していた時期であった。その中にあって、三大都市圏や日系南米人の集住地
域などとは違って、それまでは外国人人口が決して多くはなかった地方部においても、2010 年
代に入ってから外国人の人口が増加傾向にあり、その背景にはベトナムやフィリピン、インドネ
シアなどの国々から日本の地方部の農林水産業や製造業などの現場に「就労」する技能実習生の
急増がある。 
 本共同研究は、このような地方在住外国人の増加が始まった 2013 年頃から着手されているが、
そこで散見されたのは、地方部に暮らす外国籍者および外国ルーツの日本国籍保有者らが散住
傾向にあり、地域に暮らす日本人住民や同胞とのつながりを持てずに孤立しがちな人が少なく
なかったこと、そして、こうした人々を支える団体（地域国際化協会、日本語教室、外国人をサ
ポートするＮＰＯやボランティア団体など）とそのスタッフが、マンパワーや予算の不足、地方
部独特の支援課題への取り組みに際してのノウハウの蓄積の少なさ、地域社会や自治体（市町村
など）における、外国人住民へのサポートやインフラ整備に対する課題意識の低さに悩まされて
いたことであった。これらの傾向は、外国人住民数が大きく伸びた本研究の開始時点においても
解消されておらず、むしろ支援ニーズや業務量の拡大により、とりわけ関連団体の苦境が増して
いるのが実情である。 
 これまでの日本の学術界における移民、外国人、多文化共生関連の先行研究の多くは、三大都
市圏や外国人集住地域を対象・フィールドとしたものが多く、本研究で取り組まれているような
地方部における外国人の受け入れに関する現状と態勢整備に関する知見や提言を含むような研
究成果や公刊物は依然として希少なままであった。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では、上述のような状況にあった日本の地方部における外国人受け入れの現況の把握
をまずは行った。そこで確認された諸課題を踏まえつつ、他国の地方部における移民受け入れお
よび定住支援政策の事例を参照しつつ、地方在住の外国人住民が抱える生活課題に対するサポ
ート態勢をいかに構築・改善していくかについて示すことを目指した。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究の具体的な方法については、課題タイトルにもあるように、外国人受け入れに関する
「ローカルガバナンス構造」（下図参照）に基づきながら、各セクターの現場（行政、地域国際
化協会、市民セクター、企業・事業所、宗教セクター、エスニックな集団・団体）における聞き
取り調査、質問紙調査、現場の視察および参与観察調査などの方法を採用した。海外における地
方部での移民受け入れ政策に関しては、主に二次資料（書籍、論文、新聞・ネットニュース記事、
行政資料など）の収集と分析に主眼を置きつつ、韓国とカナダの移民政策については、現地研究
者やこれらの分野に詳しい専門家からの助言を得たり意見交換を行ったりしながら、知見の蓄
積を図った。 
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 上記の研究課題に取り組むにあたっては、研究代表者・研究分担者を、１）「地方部における
外国人住民の就労・生活・社会参加」研究班、２）「地方部における多文化共生施策」研究班、
３）「地方政府の移民政策に関する国際比較」研究班という 3つの研究班に分け、役割分担をし
つつ研究を遂行した。 
 
 
４．研究成果 
 初年度にあたる 2019 年度では、研究代表者・研究分担者で協議してそれぞれの研究課題や調
査フィールドにおける詳細な研究計画を策定し、その準備や予備調査を進めた。同年度には本研
究主催の研究会（「移住と共生」研究会）を開催し、京都府・兵庫県下の地方部における外国人
住民の現状と受け入れ・サポートにあたっての諸課題について、4名の現場担当者・実践者によ
る活動報告を通じて理解を深めることができた。 
ところが、2020 年に入ってから新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、対象地域への訪問調

査等の遂行が困難となったため、聞き取り調査やフィールドワークによる調査研究に大幅な遅
れが生じた。最終的には、研究費の執行を 2022 年度に繰り越すなどの措置をもって、予定して
いた調査研究の実施とその成果とりまとめの作業をおおよそ完了することができた。現在にお
いては、本研究の成果を集成した研究論集の出版の準備を進めており、2023 年度秋の公刊を予
定している（徳田剛・二階堂裕子・魁生由美子編『地方発 多文化共生のしくみづくり』晃洋書
房より刊行予定）。 
 本研究の具体的な成果について、以下に示したい。 
まず、１）「地方部における外国人住民の就労・生活・社会参加」研究班の研究成果として、

技能実習生を中心とした地方部の農業や造船業等の製造業、および外国人介護労働力に依拠せ
ざるをえない介護施設における受け入れ状況と今後の取り組み課題について多くの情報と貴重
な知見が得られた。また、四国地方を中心とした地方部における在日コリアンコミュニティにつ
いても継続的に調査研究が行われた。これらの研究成果については、2020 年度・2021 年度にオ
ンラインで開催した「移住と共生」研究会において知見の共有が図られた。 
次に、２）地方部における多文化共生施策の実施状況については、書籍や研究論文、メディア

での記事などの収集と分析により、研究メンバーが直接的に調査する地域や自治体以外の状況
についても、多くの情報を得て傾向の分析を行うことができた。コロナ禍による制約のため、オ
ンラインでの聞き取り調査ではあったが、愛媛県新居浜市や兵庫県豊岡市における行政・地域国
際化協会・市民団体等の関係者からの聞き取りを行い、具体的な取り組み状況についても把握で
きた。 
 ３）海外の動向については、研究期間中に韓国の移民政策について多くのアウトプット（書籍、
論文、研究発表など）がなされたため、それらを通じて同国の基本的な移民政策のしくみと、と
りわけ地方部における多文化家族支援の取り組み等について多くの知見を得ることができた。
また、カナダの移民政策については、同国のケベック州や大西洋沿岸諸州の移民政策の研究を進
めてきた古地順一郎氏（北海道教育大学）、マニトバ州におけるコミュニティ単位での移民受け
入れについてのフィールド調査を進めている Ray Silvius 氏（カナダ・ウィニペグ大学）と研究
代表者（徳田）の 3 名による共同研究体制を構築し、2022 年 3 月に開催した「移住と共生」研
究会において研究発表を行い、現地およびオンラインでの参加者に対して研究発表を行った。ま
た、現在準備中の研究論集の出版に際し、Silvius 氏よりマニトバ州の事例に関する詳細なレポ
ートが寄稿され、日本語に翻訳のうえ他の研究成果とともに同論集に集録・公刊される予定であ
る。 
 なお、地方部における外国人受け入れに関しては、2019 年の研究期間の開始の後にいくつか
の大きな変化があった。一つには、2020 年に入ってからの新型コロナウイルスの感染拡大とそ
れに伴う国際的な人口移動の一時的な停止および大幅な出入国制限が生じている。これらの影
響により、2019 年 12 月時点をピークとして、2020 年は日本に滞在する外国籍者の大幅な減少傾
向が見られた。だが、新型コロナウイルスの感染の広がりが一定の落ち着きを見せ、徐々に日本
国内への入国の規制緩和が進むにつれて日本に在留する外国人人口が一気に回復し、2022 年 6
月の在留外国人統計では史上最多数を記録している。この傾向は、外国人人口が 2万 5千人以下
の各県の集計値においても見いだされることから、本研究の対象である地方部においても海外
からの来住者数が回復しており、受け入れ態勢が十分に整備されていない自治体、地域の多い日
本の地方部において、これらの事態への対応がコロナかを経てなお喫緊の課題であることが明
らかとなった。 
 なかでも、日本語教育推進法の施行（2019 年）に伴い、全国の都道府県や市町村において日
本語教室などの設置に向けた動きが進められており、地方部においてはとりわけ日本語教室が
ない「空白自治体」の解消に向けた取り組みが急ピッチで進められている。このことからは、外
国人住民へのサポートや多文化共生の地域づくりなどが取り組まれにくい地方部において、法
律や条例の制定によるそれらの課題への取り組みの必要性・正当性を担保することがいかに重
要であるかが明らかとなっており、我が国における外国人受け入れに関する法整備の重要性を
改めて確認することができた。 
 また、本研究の開始とほぼ同じ時期に、新たな「特定技能」制度がスタートしている。これは、
従来の技能実習制度に対する様々な批判を受けて、より高い技能を持つ人が長く日本で働ける



ように新設された在留資格である。だが、この在留資格を持って日本に滞在する人の数は政府の
見込み数と比べると少数にとどまっている。地方部の複数業種の現場への調査によると、特定技
能では研修・就労先の変更が認められているため、給与水準や生活の利便性の高さなどの理由で
地方部での就労が避けられたり、途中で都市部などに移ってしまったりすることへの危惧から、
依然として技能実習生としての受け入れが好まれる傾向にあることが分かっている。本研究で
は、農業や介護などの分野で技能実習での受け入れを前提としつつも巷で言われているような
人件費の節減を目的としていたり、劣悪な労働環境で雇用したりするといった「悪用」例がたく
さんあることを念頭に置きながらも、技能の継承や人材育成を強く意識しつつ実習生と接し、受
け入れ先と実習生が良好な関係を保っているような事例について、その「成功」の要因について
分析を行っている。 
技能実習制度については、適正な運用がなされるような制度の改善点についての検討、同制度

を活用しての受け入れ方の工夫例の検討、地方部における外国人受け入れに際しての「技能実習
制度」以外の施策についての検討、といった課題が挙げられる。本報告書を執筆している 2023
年の時点において、技能実習制度に関する有識者等による検討が進められ、同制度の「廃止」も
含む、抜本的な制度改正に遠からず着手されることが見込まれている。地方部において外国人労
働力を留め置く手段と目されている技能実習制度のあり方については、本研究期間の終了後も
継続的に取り組んでいく。 
 最後に、海外における地方部への移民誘導策からの示唆について言及する。人口減少、とりわ
け就労可能な人口の著しい現象による活力低下は、日本の地方部のみならず、世界各国に共通す
る課題であり、海外から地方部への移住について何らかの優遇策（インセンティブ）を付した形
での移民誘致の政策をすでに運用しているところもある。本研究を進める中で、特にカナダにお
ける「地方誘導型移民政策」が大いに参考になることが分かった。カナダでは、州単位で移民受
け入れのニーズ（地域・業種・受け入れの人数など）について方針を策定し、カナダの連邦政府
との間での取り決めを元に進める「州推薦移民受入プログラム」がすでに導入されている。最近
では、「大西洋岸諸州」、「農村・北部地域」等の「条件不利地」に誘導的に移民を受け入れるパ
イロットプログラムが導入されている。これらの政策は、中長期滞在型の外国人受け入れのあり
方について模索する日本の地方部における外国人受け入れを検討するにあたって大いに参考に
なる。カナダの例では、基本的な外国人受け入れのあり方については連邦レベルでの法律によっ
て規制や方向付けがなされつつも、実際の受け入れにあたっては現地の受け入れニーズや環境・
準備状況を踏まえて受け入れの内容を提案していく形が採られている。日本の地方部の受け入
れに関しても、各地域・自治体において「標準装備」されておくべきしくみや担い手（マンパワ
ーや団体等）の整備を進めるだけでなく、それぞれの地域・自治体において「どのような形で、
どのような人たちを自分たちの地域に招き入れるか」について主体的に考え、実践に着手してい
く必要性を強く感じさせられた。刊行予定の論集に寄稿された現地レポートに詳述されている
が、移民の定着を支援する複数の団体（当事者に直接支援する団体、自治体や州の単位で複数の
現場や支援団体をサポートする中間支援団体など）が連携しながら活動をしている。また、それ
に対しては州政府や連邦政府が俯瞰的に支援課題と目指すべき目標について理論的に整理し、
しかるべきところには補助金などの支援を行っている。このように、国（政府）-自治体（都道
府県や市町村）-各種支援団体の役割や目指すべき活動内容を明示化しそれを各種法制や政策（プ
ロジェクトなど）で意義付けを行ったうえで進めている（次頁の図を参照）。連邦制のカナダと
日本では各セクターの権限や予算規模、移民政策に関する立法・行政の施策遂行における政治風
土・文化の違いなどがあり、そのまま日本での外国人受け入れのしくみとして導入できるわけで
はない。日本の政治・活動風土に合った形にアレンジしたうえで、よりよい外国人受け入れ政策
（とりわけ地域への定着や社会参加を促す統合政策）のためにどのような提案をしていったら
よいかについて検討する作業を進めることが今後の課題の一つとなる。 
 以上のような研究成果について、著書の出版や論文・研究発表などの形で積極的に発信し、人
手不足への対応の一環としての側面もある日本の地方部における外国人受け入れについて、引
き続き資料の収集と分析、成果の公表を進めていきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Source:  https://www.canada.ca/en/immigration-refugees-
citizenship/corporate/partners-service-providers/funding/resources/settlement-logic-
model.html.  Accessed June 21, 2022. 
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